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早法75巻2号（2000）
〈第3巻＞
1　　12表法〈によれば＞無遺言者の相続財産は，まず最初に自権相続
人に帰属する。
2　ところで，自権相続人とは故人の権力に服していた卑属とされてお
　　　　　　　　　　　（225）
り，例えば，息子または娘，〈息子のもうけた＞男孫または女孫，、曽、子
から生まれた男孫のもうけた男曾孫または女曾孫およびそれ以下の男女
である。実子であるか養子〈であるか＞は関係がない。しかし，男孫ま
たは女孫と男曾孫または女曾孫は，先順位にある者が〈死亡により生じ
たにせよ＞，あるいは家父権免除のようなその他の理由によるにせよ，
〈尊属の権力に服することを〉止めていた場合に限り，自権相続人とな
る。というのは，ある者が死亡したときに息子がその者の権力に服して
いる場合は，この者のもうけた孫は自権相続人となることができないか
らである。さらに，その他，それ以下の卑属の場合にも同じことが当て
はまるとわれわれは理解する。
3　夫の夫権に服する妻もまたその自権相続人である。というのは，こ
　　（226〉
　　1－5は，Inst．3，1，2－4とGai　Epit．2，8からGoe．が補充した。
　　1－17は，Collat．16，2と同じ。
　　1　1．3，1，1と同じ。Gai　Epit．2，8pr．：Vlp．26，1：Paul．4，8，3を参照。
　　2　1．3，1，2と同じ。GaiEpit．2，8pr．：Vlp．26，1：Collat．16，3，418［PauL4，8，
　　　4；8］を参照。
　　3　前掲1，114；115b　l118；2，139；159：Vlp．22，14123，3；29，1を参照。
　　　ここからは，H．L　W．Nelson－U．Manthe，Gai　Institutiones　III1－87：Intes・
　　　taterbfolge　und　sonstige　Arten　von　Gesamtnachfolge＝Text　und　Kommentar．
五六Berlin，1992（FreiburgerRechtsgeschichtlicheAbhandlungen，N，F．Bd。15）
七　　　（Studia　Gaiana　Vll）［以下NelsonManthelを参照した。
　　（225）Nelson－Mantheでは，この箇所に〈われわれが前にも述べたように（ut
　　　supra　quoque　diximus）＞という文言が付加されている。
　　（226）Nelson－Mantheでは，「夫の（viri）」が「彼の（eius）」になっている。
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の者は娘のような地位にあるからである。息子の夫権に服する妻〔嫁〕
も同様である。というのは，この者は女孫のような地位にあるからであ
る。けれども，この者が自権相続人となるのは，この者に対して夫権を
有していた息子が，その父の死亡時に父の権力に服していない〈場合
に＞限られる。婚姻を原因として男孫の夫権に服する者についても同様
であるとわれわれは説明しよう．というのは，この者は女曾孫のような
地位にあるからである。
4　尊属の生存中に生まれていたならば，その権力に服していたであろ
う後生子もまた自権相続人である。
5　アエリウス・センティウス法により，あるいは，元老院議決によ
　　　　　　　　　　　　　（227）
り，父の死後，原因が証明される者たちにも同様のことが当てはまる。
というのは，これらの者たちも父の存命中に原因が証明されたならば，
父の権力に服したであろうからである。
6　第1回目あるいは第2回目の握取行為の後，父の死後解放される息
子についても，われわれは同様のことを理解する。
7　したがって，息子または娘，さらに他の息子の1人がもうけた男孫
または女孫がいる場合は，等しく相続に召喚される。親等において近い
者がそれより遠い者を排除することはない。なぜなら，男孫または女孫
は，自分の父の地位と相続分を代襲するのが衡平だとみなされたからで
ある。同じ理由から，息子のもうけた男孫または女孫があり，男孫のも
うけた男曾孫または女曾孫がある場合も，等しくこれらの者が相続に召
喚される。
4　1．3，1，2bと同じ．Gai　Epit。2，8pr．；Vlp．22，15を参照。
5　前掲1，32；1，66195；2，142以下二Collat．16，3，7115［Paul．4，8，71151を参至
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノペ照。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　六
6　Collat．16，2，6と同じ。前掲1，13212，141：Vlp．23，3：Pual．4，8，7［Collat．16，
3，7］を参照。
（227）アエリウス・センティウス法（1exAeliaSentia）後4年に制定された。
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8　こうして男孫または女孫，同様に男曾孫または女曾孫はその尊属の
地位を代襲することが定められていたから，相続財産は頭分に応じてで
はなく，株分〈に応じて＞分配されることが妥当であるとみなされた。
それは次のような方法である。すなわち，息子は相続財産の2分の1
を，もう1人の息子の子である2人あるいはそれより多くの孫は残った
2分の1を取得する。また2人の息子がもうけた孫が数人あり，例え
ば，一方の息子がもうけた孫が1人あるいは2人であって，もう1人の
息子がもうけた孫が3人または4人であるならば，〔相続財産の〕2分
の1は1人または2人の孫に，残った2分の1は3人または4人の孫に
帰属する。
9　自権相続人がいないときは，相続財産は12表法の同じ規定により宗
族員に帰属する。
10　ところで，法定の血縁関係で結ばれる者たちは宗族員と呼ばれる。
法定の血縁関係とは男性を通じて結ばれるものである。したがって，同
じ父から生まれた兄弟たちは互いに宗族関係にある。彼らは同父兄弟と
も呼ばれ，母も同じであることは必要とされない。同様に父方伯叔父は
兄弟の息子にとり，逆に後者は前者にとって宗族関係にある。父方伯叔
父の息子たち，すなわち，2人の兄弟たちから生まれた者たちも同様に
宗族関係にある。多くの者たちはこの者たちを従兄弟とも呼ぶ。このよ
うな仕方によって当然，われわれは宗族関係の多くの親等にまで達する
こと力寸できる。
11　しかし，12表法は相続財産をすべての宗族員に同時に与えるのでは
　　7；8　1．3，1，6：Collat．16，2，718と同じ。Gai　Epit．2，8，21Vlp．26，2を参照。
　　9　Collat．16，2，9と同じ。PauL4，8，13［Collat．16，3，13］II．3，2pr．：GaiEpit．五
六　　　2，8，3：Vlp．26，1を参照。
五10L3，2，1：Collat．16，2，10と同じ。Paul．4，8，13115［Collat，16，3，13115］：
　　　前掲1，156：Gai　Epit．2，8，3：Vlp．26，1を参照。
　　11L3，2，1：Collat．16，2，11と同じ。Paul．4，8，17［Collat．16，3，17］：GaiEpit．
　　　2，8，4：1．3，2，6：Theoph。3，2，1［272頁8－9行］を参照。
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なく，ある者が無遺言で死亡したことが確定したそのときに最近親であ
る者たちに与えるのである。
12　この法には代襲がない。それゆえ，最近の宗族員が相続財産を放棄
し，または相続財産を取得する前に死亡したとすれば，以下に続く者た
ちには法律にもとづくいかなる権利も帰属しない。
13　ところで，誰が最近の宗族員であるかをわれわれが探し求めるの
は，死亡の時点ではなく，ある者が無遺言で死亡したことが確定した時
点である。というのは，ある者が遺言を作成して死亡したならば，誰も
その遺言により相続人とはならないことがまさしく確定したときに，最
近の宗族員を探し求めることがより適切とみられたからである。
14女性に関しては，この法によって，一方では女性自身の相続財産が
取得される場合，他方では他人の［財産を］女性が取得する場合が定め
　　　　　　　　　　　　　　　　（228〉
られている。すなわち，女性の相続財産は男性のそれと同様に宗族員の
権利によりわれわれのものとなる。これに対して，われわれの相続財産
は同父姉妹の親等を超えた女性に帰属することはない。それゆえ，姉妹
は兄弟または姉妹の法定相続人となるが，父の姉妹および兄弟の娘は法
定相続人となることは〈できない〉。われわれの父の夫権への帰入によ
って父の娘の権利を取得した女性も，実母であれ継母であれ，〈われわ
れの姉妹のような地位にある＞。
15死亡した者に兄弟ともう1人の兄弟の息子がいる場合には，上のこ
12Collat．16，2，12と同じ。Pau1．4，8，23126：Vlp．26，511．3，2，7を参照。
13Collat、16，2，13と同じ。1．3，2，613，1，7を参照。
14Collat．16，2，14と同じ。PauL4，8，22120116［Collat．16，3，20116］：Gai
Epit．2，8，5；6：Vlp．26，6：Theoph．3，2，3［273頁2－3行］を参照。〈できない〉
　くわれわれの姉妹のような地位にある〉という文言は，Coll．からGoeshenが付　至
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノペ加した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四
15Collat．！6，2，15と同じ。前掲8－11：Pau1．4，8，18［Collat．16，3，18］：Gai　Epit．
2，8，611．3，2，5：Theoph．3，2，1［272頁1H4行］を参照。
（228）Nelson－Mantheでは，［財産を（bonis）］に［］がない。
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とから理解されるように，兄弟が優先する。というのは，兄弟の方が親
等において優っているからである。けれども，自権相続人相互の間では
法の解釈が異なる。
16死者の兄弟は誰もいない〈が＞，兄弟の子供たちがいる場合には，
相続財産は確かにこれらの子供たちのすべてに帰属する。けれども，こ
れらの子供たちが1人の兄弟からは1人あるいは2人，もう1人の兄弟
からは3人あるいは4人というように，偶然にも数を異にして生まれて
いる場合，相続財産は株分に応じて分けられるべきか，あるいは自権相
続人たちのように，むしろ頭分に応じて分けられるべきかが問われた。
しかし，これまでは相続財産は頭分に応じて分けられるべきであると定
められている。したがって，相続財産は両方の兄弟から生まれた者の数
だけ〔均等に〕分けられ，こうして各人はそれぞれの持分を取得する。
17宗族員が1人もいない場合には，12表法の同じ規定は氏族員を相続
に召喚する。ところで，どのような者が氏族員であるかについては，わ
れわれは第1巻で触れた。そして，われわれはそこで氏族に関する法
　　　　　　　　　（229〉
は，すべて用いられなくなったと指摘したので，この場でまたさらに詳
　　　　　　　　　　　　　　　　（230）
しくこれについて論ずる必要はない。
1812表法によれば，無遺言相続の規定はここで終わる。この法がいか
に厳格であったかは明確に理解できる。
19　なぜなら，家父権免除を受けた卑属は自権相続人でなくなったの
　　16Collat．16，2，16と同じ。PauL4，8，17119［Collat．16，3，17119］：GaiEpit．2，
　　　8，6：Vlp．26，4：1．3，2，4：Theoph・2，3，4［276頁5－8行］を参照。
　　17Collat．16，3，3［Pau1．4，8，3］を参照。
　　181．3，3pr．を参照。
至　　19Theoph．3，3pr．［279頁3－4行L　I，3，1，9を参照。
登
二　　（229）　第1巻の現存する部分には，氏族または氏族員について記された箇所は見
　　　当たらない。Nelson－Mantheでは，1．164の判読不能な部分と推測している。
　　（230〉Nelson－Mantheでは，admouerimusがadmonuerimusになっており，
　　　ここでは後者に従って訳した。
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で，ただちにこの法律により尊属の相続財産に対するいかなる権利もも
たなくなるからである。
20卑属が父とともにローマ市民権を与えられたけれども，まだ皇帝に
よって〔父の〕権力に服させられてはいなかったので，卑属が父の権力
に服さない場合も同じことが当てはまる。
21同様に，頭格消滅を受けた宗族員も，この法律によって相続に加わ
ることを許されない。というのは，頭格消滅により宗族員の資格が奪わ
れるからである。
22　同様に，最近宗族員が相続しない場合には，次の順位の者は法の規
定にしたがって〔相続に加わることを〕決して許されない。
23　同様に，同父姉妹の親等を超える女性宗族員は誰であれ，法律にも
とづ’くいかなる権利ももたない。
24　同様に，女性を通じて親族関係で結ばれている血族も〔相続に加わ
ることを〕許されない。母と息子または娘との間にさえ，相互に相続財
産を取得する権利は成立しない。ただし，夫権への帰入によって彼らの
間に兄弟姉妹関係にある権利が発生した場合は除かれる。
25　けれども，これらの法の不適切さは，法務官の告示により是正され
た。
26　というのは，法務官は法律上の権利をもたないすべての卑属を，彼
らだけがいる場合であれ，あるいは自権相続人，すなわち，父の権力に
服していた者たちもいる場合であれ，あたかもその卑属が尊属の死亡時
20前掲1，93194；2，135aを参照。
21後掲3，2フ；前掲1，158：1．3，5pr．：Vlp．27，5を参照。
22　前掲3，121後掲3，28を参照。
23前掲3，14を参照。
241．3，3pr．と同じ。Vlp．26，7，8を参照。
251．3，9pr　l3，9，2を参照。
26前掲3，19120：1．3，1，9：Vlp．28，8：Collat．16，7，2を参照。
??
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にその権力に服していたかのように相続に召喚するからである。
27　ところで，法務官は頭格消滅を受けた宗族員を自権相続人に次ぐ第
2順位で，すなわち，頭格消滅を受けていなかったなら法律によって召
喚される順位では召喚しないが，近親の第3順位で召喚する。というの
は，頭格消滅によって法律上の権利を失ったにしても，血族関係の権利
は確かに保持するからである。したがって，宗族関係の完全な権利をも
っている者が他にいるならば，その者は，たとえ親等がより遠かったに
しても優先する。
28　ある学説によれば，最近の宗族員が相続財産を放棄した場合，法の
規定にしたがって〔相続財産の取得が〕決して認められない宗族員につ
いても同じことが当てはまる。けれども，法律によっても〔最近の〕宗
族員に相続財産が与えられるのと同じ順位で，この者が法務官により召
喚されると考える説もある。
29　同父姉妹の親等を超えている女性宗族員は，第3順位で，すなわ
ち，自権相続人も男性宗族員もいない場合に召喚されるのは確かであ
る。
30女性を通じて結ばれた者たちも同じ順位で召喚される。
31養家にある卑属もまた，その実親の相続に，これと同じ順位で召喚
される。
32　ところで，法務官が相続に召喚する者たちは，法上当然に相続人と
なるのではない。というのは，法務官は相続人をつくりだすことはでき
ないからである。すなわち，彼らが相続人となるのは，法律によって，
　　27五ユー　28ノペ
ー　　29
　　30
　　31
　　32
　　8
後掲3，21：Gai　Epit．2，8，7：Pau1．4，8，22：Vlp．28，9を参照。
前掲3，12；22：1．3，2，7を参照。
前掲3，23：Paul．4，8，22aを参照。
前掲3，241Vlp．28，9二Gai　Epit．2，8，71L3，5，1を参照。
1．3，5，3（2）と同じ。Gai　Epit。2，8，7を参照。
L3，9，2と同じ。Vlp．28，12を参照。
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あるいは，法類似の定め，例えば，元老院議決や元首の勅法によっての
みである。けれども，法務官が彼らに〈遺産占有を付与する〉場合，彼
らは相続人のような地位に置かれる。
33　ところで，法務官は，遺産占有を付与する際に他の多数の順位も定
めるが，これは，ある者が承継人なしで死亡することのないようにする
場合に限られる。これについて，われわれはこの巻で敢えて論ずること
はしない．というのは，この法のすべては，それにふさわしい巻で検討
したからである。
33a次のことだけを注意すれば十分である。
遺言書によって一 ・・相続財産を・・
夫権帰入により同父兄弟姉妹の権利が生じた・・
・・兄弟により・
・（ヴェローナ写本では5行判読不能）
・（ヴェローナ写本では8行判読不能）　　　……・
　　　　　　　　　　　　　　　　・すなわち・・
　　　　　　　　　　　　　・・相続財産は帰属しない
・（ヴェローナ写本では8行判読不能）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　五　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　六331．3，9，2と同じ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0
33a　Hu．の推測によれば，この法文においてガーイウスはおそらくテルトゥリウス
　元老院議決にっいて述べたと考えられる。前掲3，24：1．3，3：Vlp．26，8：Theoph．
　3，9，3［304頁17－21行］を参照。
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33bけれども，法務官はときとして古法を修正したり反対したりする
ためではなく，むしろ古法を確認するために遺産占有を約束することが
ある。というのは，遺言が適法に作成されて相続人に指定された者にも
遺言書にしたがって遺産占有を付与するからである。
34　同様に，法務官は無遺言の場合には自権相続人および宗族員を遺産
占有に召喚する。これらの場合に，彼の恩恵がいくらか役に立つとみな
されるのは，遺産占有を請求する者が冒頭の文言に「この財産の」とい
う語をもつ特示命令を使用することができるという点においてのみであ
る。この特示命令がどれほど役に立つかについては，われわれは適当な
箇所で説明する。もっとも，遺産占有が付与されない場合でも，彼らに
は市民法によって相続財産が帰属する。
35その他に，遺産占有は付与されるが，付与された者が相続財産を取
得し〈ない〉場合がしばしばある。これは，実質のない遺産占有と呼ば
れる。
36すなわち，例えば，遺言が有効になされて相続を熟慮決定したが，
指定された相続人が市民法上の相続人であることに満足して，遺言書に
もとづく遺産占有を請求することを欲しなかった場合，遺言がなされな
かったときに無遺言者の遺産に召喚される者たちは，それでもやはり遺
産占有を請求することができる。けれども，彼らには実質のない［相続
財産が］帰属することになる。なぜなら，遺言書に書かれた相続人は相
続財産を追奪できるからである。
37　ある者が無遺言で死亡したとき，自権相続人が，市民法上の権利に
満足して，遺産占有を請求することを欲しなかった場合にも，同じこと
が当てはまる。…………遺産占有はたしかに宗族員に帰属するが，それ
　　　　　　　　　（231）
33b　Inst．3，9，1からGoe．が補充した。
341．3，9，1と同じ。Collat．16，3，5：後掲4，144を参照。
35－37前掲2，148；151a：Vlp．28，13；23．6を参照
（231）Nelson－Malltheでは，この箇所に「すなわち（nam）」が補われている。
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は実質のないものである。というのは，相続財産は自権相続人により追
奪されうるからである。［これ］と同様に，相続財産が市民法上宗族員
に帰属し，彼が相続承認したが，遺産占有を請求しなかった場合に，
［最近の血族のある］者が請求したならば，その者は同じ理由により実
　　　　　　　　　（232）
質のない遺産占有をもつことになる。
38他にも同様の事例が若干あり，そのうちのいくつかについては，わ
れわれは前巻で述べておいた。
39次に，被解放自由人の遺産についてみてみよう。
40かつて，被解放自由人には，制裁を科されることなく遺言で自分の
保護者を黙過することが許された。というのは，12表法は，被解放自由
人が自権相続人を残さず無遺言で死亡した場合に限って，被解放自由人
の相続に保護者を召喚したからである。したがって，被解放自由人が無
遺言で死亡し自権相続人を残した場合には，彼の遺産について保護者に
は何の権利もなかった。そうして，実子のうちのある者を自権相続人に
残したなら，いかなる訴えも成り立たないとみなされた。けれども，養
子，養女あるいは夫権に服する妻が自権相続人であるならば，保護者に
何の権利も残らないのは明らかに不当であった。
41こういう理由で，この法の不当性は，後に法務官の告示によって修
正された。すなわち，被解放自由人は遺言をなす場合，その遺産の2分
の1を自分の保護者に残すよう命じられており，彼が〔保護者に〕何も
残さなかったか，あるいは2分の1より少なく残したならば，遺言書に
38前掲2，1191148以下を参照。
39；401．3，7pr．と同じ。Vlp．27，1；19，1を参照。　　　　　　　　　　　　　五
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　五411．3，7，1と同じ。Vlp．29，1を参照。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八
（232）Nelson－Mantheでは，「［最近の血族のある］者が（［si　quis　ex　proximis］
cognatus）」が「最近の血族のある者が（si　quis　ex　proximis　cognatis）」にな
　っている。
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反して2分の1の遺産占有が保護者に付与される。これに対して，被解
放自由人が無遺言で死亡し，養子くあるいは＞自分自身の夫権に服する
妻，あるいは息子の夫権に服していた嫁が自権相続人として残った場合
にも，これらの自権相続人に対抗して同様に2分の1の遺産占有が保護
者に付与される。これに反して，被解放自由人の死亡時にその権力に服
している実子だけでなく，家父権免除を受けた実子や養子に出された実
子もまた，被解放自由人が保護者を排斥するのに役立つ。もっとも，そ
れは，これらの者たちが遺産の一部につき相続人に指定されているか，
あるいは黙過された者が告示にもとづき遺言書に反して遺産占有を請求
した場合だけである。相続から廃除された者たちは，決して保護者を排
斥しない。
42　その後，パーピウス法によって保護者の権利が増した。このことは
　　　　　　　　　（233）
より富裕な被解放自由人にかかわるものである。なぜなら，同法は次の
ように規定したからである。すなわち，10万セステルティウスを超える
遺産を残し，子が3人に満たない者の遺産については，その者が遺言し
た後死亡するにせよ，無遺言で死亡するにせよ，頭割り1人分は保護者
に帰属する。したがって，被解放自由人が1人の息子あるいは娘を相続
人として残したときは，あたかも1人の息子も娘もなしに死亡したかの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（234）
ように，2分の1が保護者に帰属する。これに対して，2人の息子また
は娘を相続人として残したときには，3分の1が帰属する。また，3人
を残すときには，保護者は排斥される。
43　古法によれば，被解放自由人である女性の遺産については，保護者
　　421．3，7，2と同じ。
五　　43Vlp．29，2：前掲1，192：Fr．de　iur．fisc．12を参照。Kr．とHu．は，欠落部分を
五
七　　　次のようにして本文に補充する。「（したがって，保護者が遺言をなすときに助成
　　　人となった場合には，）彼がその女性の相続人とされなかったとしても，（相続財
　　（233）パーピウス法（lex　Pappia　Poppaea）後9年に制定された。
　　（234）41法文との関連から，ここでの「息子」「娘」は実子である。
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はいかなる損害も被ることはなかった。なぜなら，これらの女性は保護
者の後見に服していたので，保護者の助成がなければ遺言をなすことが
できなかったのは明らかだからである。したがって，保護者が，遺言を
なすときに助成人となった場合には，…・・……………・……一
　　　　　　　　　　　　　相続財産は………………………一9一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ものとなる。
これに対して，保護者が助成人とならず，無遺言で被解放自由人である
女性が死亡した場合には，…・………
　　　　　　に帰属する。なぜなら，かつては保護者を・一
被解放自由人である女性の遺産から排斥することのできる…一
なかったからである。
44けれども，その後パーピウス法は，4子の権により被解放自由人で
ある女性を保護者の後見から解放し，それによって後見人の助成なしで
も遺言を作成することを彼女に認めたが，被解放自由人である女性が死
亡の時点で有していた子の数に応じて，頭割り1人分が保護者に帰属す
るよう規定した。したがって，………子を………彼女の遺産のなかから
相続財産は保護者に帰属する。
　産は）彼に帰属しなければならず，あるいは，彼がその女性の相続人とされてい
　たならば，（相続財産は）遺言にしたがって彼の（ものとなる。これに対して，
　保護者が助成人とならず，無遺言で被解放自由人である女性が死亡した場合に
　は，）女性は自権相続人をもつことができないため，相続財産は保護者（に帰属
　する）。（なぜなら，かつては保護者を）無遺言で死亡した（被解放自由人である
　女性の遺産から排斥することのできる）相続人あるいは遺産占有者は存在し（な
　かったからである）」と。
44前掲1，194：Vlp．29，213を参照。Kr．の推測によれば，欠落部分を次のように
　補充することができる。「（したがって，）4人の（子を）全員存命のまま残した
　（彼女の遺産のなかから）5分の1が保護者に帰属する。もし彼女がこの全員よ
　りも長命であったなら，すべての（相続財産は保護者に帰属する〉」と。
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45保護者についてわれわれが述べたことは，保護者の息子についても
同じであると理解される。息子から生まれた男孫，息子から生まれた男
孫の生んだ男曾孫〈についても＞同様である。
46　これに対して，保護者の娘，息子から生まれた女孫，息子から生ま
れた男孫の生んだ女曾孫は，かつては確かに，12表法により保護者に与
えられた権利を〔もっていた〕。
　　　　　　　　　　（235）
　　　　　　　　　　　　　　　・・保護者の………性卑属……………
　　　　　　　　　　　　　　　　　一パーピウス法により3子の権
を得て，〔被解放自由人の〕養子あるいは夫権に服していた妻や嫁に対
抗して，被解放自由人の遺言……………遺産占有〈あるいは＞無遺言に
もとづく遺産占有を請求することができる。他の場合には，娘はこの権
利をもたない。
47けれども，若干の者たちの考えでは，保護者の娘は有子の権をもっ
ていたとしても，4人の子をもち遺言した被解放自由人である女性の財
産のうち，頭割り1人分を自分のものとすることはない。しかし，被解
放自由人である女性が無遺言で死亡した場合には，パーピウス法の文言
により，頭割り1人分が保護者の娘に帰属することになる。これに対し
て，遺言を作成して被解放自由人である女性が死亡した場合には，被解
放自由人である男性の遺言書に反して与えられたように，すなわち，保
　　45後掲3，58：Vlp．29，4127，1：1。3，8prを参照。
　　46Kr．は次のようにこの部分を再構成できると考える。「（かつては確かに，12表
　　　法により保護者に与えられた権利を〔もっていた〕。）ところが，法務官は（保護
　　　者の）男（性卑属）のみを召喚する。これに対して，娘は（パーピウス法により
　　　3子の権を得て，〔被解放自由人の〕養子あるいは夫権に服していた妻や嫁に対
五　　　抗して，被解放自由人の遺言）書に反する」云々と。
五
五　　47前掲3，44；後掲50：Dig．50，16，58，1［Gai　lib．24ad　Ed．prouinc．］を参照。
　　（235）Nelson－Mantheでは，「（保護者に与えられた）権利を（〔もっていた〕）
　　　（eo　iure）」が「（保護者に与えられた）のと同じ権利をもっていた（habebant
　　　idem　ius）」になっている。
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護者の男性の卑属が被解放自由人である男性の遺言書に反してもつよう
な権利が保護者の娘に与えられる。もっとも，法律のこの部分は慎重に
規定されたのではない。
48　これらのことから明らかなことは，保護者の家外相続人が〔被解放
自由人である〕無遺言者の遺産にっいて，あるいは〔被解放自由人の〕
遺言書に反して，保護者に帰属するすべての権利から，はるかに遠ざけ
られていることである。
49　かつてパーピウス法以前には，女性保護者は，12表法により男性保
護者にも与えられた権利だけを被解放自由人の遺産についてもってい
た。というのは，恩を知らない被解放自由人の遺言書に反して，あるい
は，無遺言の場合に養子または妻ないし嫁を排して，2分の1の遺産占
有を請求する場合には，法務官は，男性保護者および彼の卑属について
考慮するようにはしなかったからである。
50　けれども，パーピウス法は，2子の名誉を授けられた生来自由人で
ある女性保護者と3子の名誉を授けられた被解放自由人である女性〔保
護者〕に，法務官告示にもとづいて男性保護者がもつのと，ほぼ同様の
権利を付与した。パーピウス法は3子の権の名誉を授けられた生来自由
人である女性保護者に，同法により男性保護者に与えられた権利を付与
した。しかし，被解放自由人である女性保護者には同様の権利を付与し
なかった。
51　ところで，被解放自由人である女性の遺産に関して，無遺言で死亡
した場合，パーピウス法は，有子の名誉を授けられた女性保護者に何も
新しい権利を与えない。それゆえ，女性保護者自身も被解放自由人であ
48後掲3，58164を参照。
49Vlp．29，6を参照。
50Vlp．29，5；6以下を参照。
511．3，4，2：Vlp．27，5：前掲3，43を参照。
???
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る女性も頭格消滅を受けないならば，12表法により相続財産は女性保護
者に帰属し，被解放自由人である女性の卑属は排斥される。このことは
有子の名誉を女性保護者が授けられていない場合にも当てはまる。なぜ
なら，われわれが前に説明したように，女性は決して自権相続人をもつ
ことができないからである。これに対して，どちらかに頭格消滅が生じ
る場合には，反対に，被解放自由人である女性の卑属は女性保護者を排
斥する。なぜなら，頭格消滅により法定の権利が消滅するので，被解放
自由人である女性の卑属が血族関係の法により優先するとみなされるか
らである。
52　ところで，被解放自由人である女性が遺言を作成して死亡した場合
には，有子の名誉を授けられていない女性保護者は，被解放自由人であ
る女性の遺言に反して何らの権利ももたない。これに対して，有子の名
誉を授けられた女性保護者には，男性保護者が告示により被解放自由人
の遺言書に反してもつ権利が，パーピウス法により与えられる。
53　同法は，女性保護者の有子の名誉を授けられた息子に，保護者の権
利とほぼ同様の権利を与える。けれども，この者については，1人の息
　　（236）
子あるいは娘をもつ権利で十分である。
54　これまでほとんどすべての権利について簡潔に述べてきたが，これ
で十分である。これより詳細な解釈は，特別の注釈書において明らかに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（237〉
されている。
55　次にわれわれは，ラテン人である被解放自由人の遺産について説明
しよう。
56法のこの部分がより明確となるために，われわれは，別のところで
五　　52前掲3，47：VIP．29，7を参照。
五
三　　56前掲1，22：131：1．3，7，4：Dosith．Fr．5，6：Vlp．1，10を参照。
　　（236）Nelson－Mantheでは，「ほぼ（fere）」が補われていない。
　　（237）Nelson－Mantheでは，学説類集（Digesta）に収載されているユーリウス
　　　法・パピウス法注解15巻（ad　legem　Iuliam　et　Papiam　libri　XV）と推測する。
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述べたように，次のことを想起すべきである。すなわち、今日ユーニウ
ス法上のラテン人と呼ばれている者たちは，かつてはクィリーテースの
（238）
権により奴隷であったが，法務官の援助によって自由の状態に置かれ，
それゆえ彼らの財産も特有財産の法によって保護者に帰属するのが常で
あった。これに対して，その後ユーニウス法によって，法務官が自由な
状態にして保護した者はすべて自由人となって，ユーニウス法上のラテ
ン人と呼ばれることになった。ラテン人と呼ばれるのは，ローマ市から
ラテン植民市へ移住して植民ラテン人となることになった生来自由人が
ローマ市民であるのと同様に，ユーニウス法は彼らが自由であることを
望んだからである。ユーニウス法上のと呼ばれるのは，彼らがたとえロ
ーマ市民ではなくともユーニウス法によって自由となったからである。
それゆえ，ユーニウス法の提案者は，この擬制によって，彼らが奴隷と
して死亡し特有財産の法により彼らの財産が保護者に帰属することはな
く，また彼らが被解放自由人として死亡しラテン人の財産は解放の法に
より保護者に帰属することもないのは明らかであるから，死亡したラテ
ン人の財産は保護者に帰属しないことになると考えたので，提案者は，
これらのラテン人に与えられた利益が保護者の損失にならないことが不
可欠であると判断し，あたかも法律が提案されなかったかのように彼ら
の財産が解放者に帰属すると規定することを望んだ。したがって，この
法律によりラテン人の財産は，特有財産の法によるのと同様に解放者に
帰属する。
57　この結果，ラテン人の遺産についてユーニウス法により規定された
権利は，ローマ市民である被解放自由人の相続財産について遵守される
権利と大きく異なることになった。　　　　　　　　　　　　　　五　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　五
58　というのは，ローマ市民である被解放自由人の相続財産は決して保一
58前掲3，45148；2，155を参照。
（238）ユーニウス法（lex　Iunia）後19年に制定された。
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護者の家外相続人に帰属せず，保護者の息子，息子のもうけた男孫，
〈息子から生まれた〉男孫が生んだ男曾孫に，たとえ尊属〈によって＞
相続廃除されていたとしても常に帰属するからである。これに対して，
ラテン人の遺産は，あたかも奴隷の特有財産のように，家外相続人にも
帰属するが，解放者の相続廃除された卑属には帰属しない。
59　同様に，ローマ市民である被解放自由人の相続財産は，2人あるい
はそれ以上の保護者に均等に帰属する。彼らがかつてその奴隷を異なる
割合で所有していたとしてもそうである。これに対して，ラテン人の遺
産は，彼らがそれぞれの所有者であった割合に応じて彼らに帰属する。
60　同様に，ローマ市民である被解放自由人の相続財産については，保
護者はもう一方の保護者の息子を排斥し，保護者の息子はもう一方の保
護者の男孫を排斥する。これに対して，ラテン人の遺産については，彼
が解放者自身に帰属していた割合に応じて，保護者自身にも，もう一方
の保護者の相続人にも同等に帰属する。
61同様に，例えば，1人の保護者に3人の子がおり，もう1人の保護
者に1人の子がいる場合には，ローマ市民である被解放自由人の相続財
産は頭分される。すなわち，3人の兄弟は4分の3を受け取り，1人は
4分の1を受け取る。これに対して，ラテン人の遺産は，彼が解放者自
身に帰属していた割合で相続人に帰属する。
62　同様に，これら2人の保護者のうち1人がローマ市民である被解放
自由人の相続において自分の持分を放棄したり，あるいは，熟慮決定す
る前に死亡するならば，相続財産全体はもう1人の保護者に帰属する。
これに対して，ラテン人の遺産の場合，放棄した保護者の相続分は顛落
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（239）??
60Vlp．27，2，3：Paul．3，2，1を参照。
61Vlp．27，4を参照。
62前掲2，1881150：Pau1。3，2，2を参照。
（239）Nelson－Mantheでは、「放棄した保護者の（deficientis　patroni）」が「辞
退した保護者の（decedentis　patroni）」になっている。
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財産となって，国民に帰属する。
63　その後，ルプスとラルグスが執政官であったときに，元老院は次の
　　　　　　（240）　　　　（241）
ように議決した。すなわち，ラテン人の遺産はまず第一に彼らを解放し
　　　　　（242）
た者に帰属する。次に，名を示して相続廃除されていない解放者の最近
の卑属に帰属する。最後に，古法によって，解放者の相続人に帰属す
る。
64　この元老院議決によってラテン人の遺産にっいてはローマ市民であ
る被解放自由人の相続財産についてわれわれが用いているのと同じ法を
用いることが意図されたと考える者が若干いる。特にぺ一ガススがその
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（243）
ように考えた。この見解は明らかに間違っている。というのは，ローマ
市民である被解放自由人の相続財産は決して保護者の家外相続人に帰属
しないが，ラテン人の遺産はまさにこの元老院議決によって［も］解放
者の卑属が妨げないときは家外相続人にも帰属するからである。同様
に，ローマ市民である被解放自由人の相続財産についてはいかなる相続
廃除も解放者の卑属にとって障害とはならない。これに対して，まさに
この元老院議決によって示されていることは，ラテン人の遺産について
は名を示して行われた相続廃除が〔解放者の卑属にとって〕障害となる
ことである。
64aそれゆえ，この元老院議決が意図したことは，名を示して相続廃
除されていない解放者の卑属は家外相続人に優先することのみであり，
それこそより真実である。
631．3，7，4を参照。
64前掲3，48；58を参照。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　五（240）　ルプス（Comelius Lupus）後42年に執政官となった・　　　　　　　　　　五
（241）　ラルグス（Gaius　Caecina　Largus）後42年に執政官となった。　　　　　　O
（242）　ラルグス元老院議決（senatumconsultum　Largianum）後42年に制定され
　た。
（243）ぺ一ガスス（Pegasus）後1世紀後半の法学者。
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65　したがって，家父権免除され黙過された保護者の息子がたとえ自分
の尊属の遺言書に反する遺産占有を請求しないとしても，ラテン人の遺
産については家外相続人に優先していると考えられる。
66　同様に，娘およびその他の自権相続人が，市民法上，一括して相続
廃除され，自分の父のすべての相続財産から除外されているとしても，
名を示して父により相続から廃除されたのでないならば，ラテン人の遺
産については家外相続人に優先する。
67　同様に，尊属の相続を辞退した卑属にもラテン人の遺産は帰属す
る。というのは，遺言によって黙過された者と同様，これらの者も相続
廃除された者と呼ぶことはできないからである。
68　これらすべてのことから，次のことが明らかとなる。ラテン人とし
た者が………
　　　なぜなら，このことだけ……
　　　　ラテン人の遺産について……
　・（ヴェローナ写本では4行判読不能）・……・…一…・…
相続廃除された者が………一……・かどうか問題となる。
　・（ヴェローナ写本では5行判読不能）…………・一一
・・確定している・・
・ラテン人の遺産
???
．90
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69同様に，次のことも確定しているものと考えられる。すなわち，保
護者がその卑属だけを不均等な割合で……………場合には，・一
　　　…・彼らに帰属する。というのは，家外相続人がいないならば，
〔この〕元老院議決は適用されないからである。
70けれども，カエリウス・サビーヌスは次のように述べる。すなわ
　　　　　　　　　　　　　　　（244）
ち，保護者が自分の卑属とともに家外相続人をも残した場合には，すべ
ての遺産は均等な割合で死者の卑属に帰属する。というのは，家外相続
人がいる場合には，ユーニウス法ではなく，〔この〕元老院議決が適用
されるからであると。これに対して，ヤウォレーヌスは次のように述べ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（245）
る。すなわち，保護者の卑属は，〔この〕元老院議決の以前にユーニウ
ス法によって家外相続人が取得するはずであった部分だけを，この元老
院議決によって均等に取得することになるが，残りの部分は相続財産の
割合で卑属に帰属すると。
71　同様に，この元老院議決が保護者の娘または女孫から生まれた卑属
に及ぶかどうか，すなわち，娘から生まれた私の男孫が，私のラテン人
の遺産について家外相続人に優先するかどうかが問題となる。同様に，
この元老院議決が母の〔解放した〕ラテン人に及ぶ〈かどうか〉，すな
わち，女性保護者の息子が母の〔解放した〕ラテン人の遺産について母
の家外相続人に優先するかどうかが問題となる。カッシウスは，両方の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（246）
場合に元老院議決が適用されると考えた。けれども，多数説はこの見解
69Kr．とStud．は欠落部分を，意味上，次のように補充する。「（保護者がその卑
属だけを不均等な割合で）相続人に指定した（場合には，）ラテン人の遺産は，
父を相続する場合と同じ割合で（彼らに帰属する）」と。　　　　　　　　　　　五
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四（244）サビーヌス（Caelius　Sabinus）後1世紀の法学者。　　　　　　　　　　　八
（245）ヤウォレーヌス（Octavius　Iavolenus　Priscus）ローマの法学者で，後60年
　頃に生まれた。
（246）カッシウス（Gaius　Cassius　Longinus）後1世紀の法学者。
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を否定する。というのは，他の家族に従う［女性保護者の］卑属につい
ては，元老院は何も定めていないからである。そして，このことは，元
老院議決が名を示して相続廃除された者を除外することから明らかであ
る。というのは，相続人に指定されないならば，尊属によって相続廃除
されるのを常とする者について定めているとみなされるからである。と
ころで，われわれが市民法を問題とする場合，あるいは，黙過された卑
属に遺言書に反して遺産占有を認める法務官告示を問題とする場合に
は，母が息子または娘を相続廃除することも，母方の祖父が男孫または
女孫を相続廃除することも，彼または彼女を相続人に指定しないなら
ば，必要ないのである。
72　しかし，ローマ市民である被解放自由人は，ときとしてラテン人と
して死亡することがある。例えば，保護者の権利を煩わさずに，ラテン
人が皇帝からタィリーテースの権を獲得した場合がそうである。すなわ
ち，神皇トラーヤーヌスが定めたように，保護者の意に反して，あるい
　　　　　　　　（247）
は保護者が知らないうちにラテン人がクィリーテースの権を皇帝から獲
得したならば，［これらの場合には］その被解放自由人は，生きている
　　　　　　　　　　　　　（248）
かぎりは他のローマ市民である被解放自由人と同様であり，生まれてく
る子は嫡出子であるが，彼はラテン人の権利のままで死亡し，その子は
彼の相続人となることができない。彼が遺言作成能力をもつのは，保護
者を相続人に指定したが，保護者が相続人であることを望まないとき，
別の人を補充指定できるという点においてのみである。
73　そうして，この勅法の効果として，このような者は，たとえアエリ
ウス・センティウス法によりあるいは元老院議決によりローマ市民とな
　　　　　　　　（249）???
72L3，7，4を参照。
73前掲1，29以下166169を参照。
（247）　トラーヤーヌス（Marcus　Ulpius　Trajanus）ローマ皇帝。在位98－117年。
（248）Nelson－Mantheでは，［これらの場合に（quibus　casibus）］に□がない。
（249）アエリウス・センティウス法（lex　Aelia　Sentia）後4年に制定された。
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る権利をその後行使したとしても，決してローマ市民として死亡するこ
とはないとみなされていたから，神皇ハドリアーヌスは事態の不衡平さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（250）
に動かされて，次のような元老院議決の提案者になった。すなわち，保
護者が知らないうちにあるいは異議を唱えても皇帝によってクィリーテ
ースの権を取得した者は，ラテン人であり続けたならばアエリウス・セ
ンティウス法によりあるいは元老院議決によってローマ市民権を取得す
る権利をその後行使した場合，あたかもアエリウス・センティウス法に
よりあるいは元老院議決によってローマ市民権を取得したかのようにみ
なされる。
74　ところで，アエリウス・センティウス法が降服外人類とした者の遺
産は，ときにはローマ市民である被解放自由人の遺産のように，ときに
はラテン人の遺産のように保護者に帰属する。
75すなわち，ある〔重大な〕汚点がなければ解放されてローマ市民と
なったであろう者の遺産は，同法により，あたかもローマ市民〔である
被解放自由人〕のように，その保護者に帰属する。これらの者はやはり
遺言作成能力をもたない。これは，確かに，多数学者の見解であり，不
当なものではなかった。というのは，最悪の地位にある者に法律の提案
者が遺言作成権を承認しようと欲したとは信じられないことだと考えら
れてきたからである。
76　これに対して，ある〔重大な〕汚点がなければ解放されてラテン人
となったであろう者の遺産は，その者があたかもラテン人として死亡し
たかのように保護者に帰属する。法律の提案者がこの点について自分の
意思を十分に表明しなかったことを私は知らないわけではない。
77次に，財産の購入により，われわれに生ずる承継について考察しよ
74　前掲1，13以下を参照。
75前掲1，25；26：Vlp．20，14；15を参照。
77前掲2，98：1．3，12pr．を参照。
（250）ハドリアーヌス（Publius　Aelius　Hadrianus）ローマ皇帝。在位117－138年。
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う。
78　ところで，存命中の者の財産も死者の財産も売却される。存命中の
者の財産が売却されるのは，例えば，詐欺のために身を隠し不在であり
防御されない者の場合である。同様に，ユーリウス法により破産した者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（251）
の場合，同様に，一部は12表法により，一部は法務官告示により金銭を
用意するために認められる期間が経過した判決債務者の場合である。死
者の財産が売却されるのは，例えば，その死者に相続人も遺産占有者も
その他の正当な承継人もいないことが確実な場合である。
79　存命中の者の財産が売却される場合，その財産は継続して30日間，
これに対して，死者の財産の場合，15日間，占有され，売却公示される
ことを法務官は命じる。その後，法務官は，債権者たちが集まり，その
なかから管財人，すなわち，財産を売却する者を選出するよう命じる。
そして，存命中の者の財産が売却される場合，〈財産の＞売却は〈10＞
日以内に，死者の財産の売却はその半分の期問内になされるよう命じ
　　（252）
る。したがって，存命中の者の財産は40日以内に，これに対して，死者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（253）
の財産は20日以内に買主に引き渡されるよう命じられる。ところで，ど
うして存命中の者の財産の売却がより長い期間内に行われるよう命じら
れているのか。それは，その財産の売却が安易になされることのないよ
うに，存命中の者について配慮がなされるべきだという理由による。
　　78Theoph，3，12pr、［315頁9－10行，11－20行］〔を参照〕。
　　79Theoph．3，12pr．［316頁4－7行］を参照
　　（251）ユーリウス法（lex　Iulia）前17年？に制定された財産委付に関してのユー
　　　リウス法（lex　Iulia　de　cessione　bonorum）。民事訴訟についてのユーリウス法
　　　（1ex　Iulia　iudiciorum　privatorum）の一部である。
五四　　（252）Nelson－Mantheでは・「〈財産の〉売却は〈10〉日以内に（in　deibus〈X
五bonorum〉venditionem）」が「財産の売却の約款が10日（？）以内に（in
　　　diebus　X（？）legem　bonomm　vendundorum）」になっている。
　　（253）Nelson－Mantheでは，「40日以内に（XXXX）」が「30日以内に（XXX）」にな
　　　っている。
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80　ところで，物は，完全な権利においては財産の占有者のものとも，
　　　　　　　（254）
財産の買主のものともならず，財産中にあるにすぎない。それは，さら
に彼らが使用取得した場合に，はじめてクィリーテースの権にもとづい
て彼らのものとなる。もっとも，ときとして財産の買主に使用取得が生
じないことがある。例えば，
　　　　　　　　　　（255）
・財産の買主が・・ 一場合，
0
81同様に………負担されていたもの，あるいはその者自身が負担して
　　　　　　　　　　　　　　　（256〉
いたものについて，財産の占有者も財産の買主も法上当然にこれを負担
したり，これが彼ら自身に対して負担されることはない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（257）
・・すべ
（258）
80；81後掲4，341351651681145：Varro　de　r，r．2，10，4：Theoph．3，12pr．［316
　頁7－10行］を参照。Hu．の推測によれば，80法文の欠落部分は次のように補充
　することができる。「（例えば，財産の買主が）外人であって，元老院議決が，そ
　の国の市民にローマ市民から譲渡された物が使用取得可能になるための権利を，
　その国に付与しなかった（場合），」と。81法文の欠落部分を，Lachmannは次
　のように補充した。「（同様に）かつて財産が属していた者に対して（負担されて
　いたもの，あるいはその者自身が）云々」と。「（負担されることはない）」の後
　に，Hu．の推測によれば，ガーイウスは次のことを述べたとみなされる。「した
　がって，（すべての場合について）準訴権によって彼らは訴え，訴えられる。こ
　の準訴権については，」云々と。
（254）Nelson－Mantheでは，「物は（res）」に＜＞がある。
（255）Nelson－Mantheでは，「例えば，………財産の買主が………場合（veluti
　si………bonorum　emptor……一・・）」の欠落部分に「例えば，その債権者たち
　によって（？）財産の買主が………場合（veluti　si　per　eos　creditores（P）
　bonomm　emptor………）」が補われている。
（256）Nelson－Mantheでは，「…………負担されていたもの（quae　debita　sunt
　　　一）」の欠落部分に「かつて財産が属していた者に対して（？）負担され
　ていたもの（quae　debita　sunt　ei，cuius　fuerunt　bona（P），）」が補われている。
（257）Nelson－Mantheでは，「負担されることはない（debentur）」に（P）が
　ある。
（258）Nelson－Mantheでは，「……………すべての場合について（de　omnibus
　rebus）」の前に「それゆえ（et　ideo）」が補われている。
???
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ての場合について…一………9・…………・……9…………次の巻で説明し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（259）
よう。
82　ところで，もう一つの種類の承継があり，この承継は12表法によっ
てでもなく，法務官の告示によってでもないが，一般的な合意にもとづ
いて承認された法によって導入された。
83　すなわち，家父が養子となり，あるいは女性が夫権に帰入した場合
には，その者の財産のすべては，有体物も無体物も，その者に負担され
ているものも，養父あるいはコエーンプティオーの買主に取得される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（260〉
もっとも，頭格消滅によって消えるもの，例えば，用益権，誓約によっ
て約束された被解放自由人の労務についての債権，法定の訴訟における
争点決定は除かれる。
84　これに対して，養子となった者あるいは夫権帰入した者が負ってい
た債務は，それが相続上の債務である場合を除いて，コエーンプティオ
ーの買主あるいは養父には移転しない。相続上の債務の場合，養父ある
いはコエーンプティオーの買主自身は相続人となるから，直接に法によ
り拘束される。これに対して，養子となった者あるいは夫権帰入した者
は相続人であることをやめる。しかし，その者たちが自分の名義で負っ
た債務については，養父もコエーンプティオーの買主も拘束されない
　　82L3，10pr．と同じ。
　　83　1．3，10，1と同じ。後掲4，80を参照。
　　841．3，10，3と同じ。後掲4，38；80を参照。
　　（259）Nelson－Mantheでは、「すべての場合について……………次の巻で説明し
　　　よう　（de　omnibus　rebus…………9－in　sequenti　commentario　proponemus）」の
　　　欠落部分に「すべての場合について，準訴権によって彼らは訴え，または訴えら
五四　　　れる・この準訴権については次の巻で説明しよう（de　omnibus　rebus　utilibus
二　　　actionibus　agunt　uel　conueniuntur，quas　in　sequenti　commentario
　　　proponemus）」が補われている。
　　（260）　コエーンプティオー（coemptio）成熟女性が行う握取行為に相当すると考
　　　えられる。
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し，また養子となった者あるいは夫権帰入した者も頭格消滅によって明
らかに債務から解放されるので，それに拘束されたままではないけれど
も，それにもかかわらず，頭格消滅がなかったものとされて，養子とな
った者あるいは夫権帰入した者を相手どって準訴権が付与される。そし
てこれらの者がこの訴権に対して防御されない場合，彼らが他人の権利
に服しなかったならば彼らに帰属したであろう財産全部にっいて，法務
官は債権者にこれを売却することを承認する。
85　同様に，法定相続財産について，相続人が熟慮決定するか，あるい
は相続人としてふるまう前に，これを他人に法廷譲渡した場合には，相
続財産を譲渡された者は，あたかも自分が法律によって相続に召喚され
たかのように，完全な権利において相続人となる。ところが，相続人と
なった後に法廷譲渡した場合には，なお相続人にとどまり，それゆえに
債権者に対しては自分で債務を負担することになる。しかし，有体物に
ついては，あたかもその一つ一つが法廷譲渡されたかのように移転され
る。これに対して，〔相続財産への〕債務は消滅し，このようにして相
続財産への債務者は利益を得る。
86　遺言による指定相続人が相続人になった後で相続財産を法廷譲渡し
たなら，同じ法が当てはまる。これに対して，相続承認の前に譲渡して
も，それは何の効力も生じない。
87　しかし，自権必然相続人が法廷譲渡することにより，何らかの効力
を生じさせるかどうかが問題となる。われわれの学派の諸先生は何も生
じないと考える。反対学派の諸先生はその他の相続人が相続承認した後
で法廷譲渡を行うのと同様の効力が生ずると考えている。なぜなら，あ
る者が熟慮決定することによって，あるいは相続人としてふるまうこと　五
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四
によって相続人となるか，または法によって当然に相続人として義務づ一
けられるかは，まったく関係ないからである。
85－87前掲2，35－37を参照。
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